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働き方改革と“給特法”
菱村 幸彦

先月の本資料（No.556）で、中央教育審議会の働

き方改革特別部会が出した「緊急提言」（８月29日）

を取り上げた。

同部会では、引き続き、事務局が提示した「業務

の役割分担・適正化に関する具体的な論点」（以下

「論点」）に基づき、学校の具体的業務の改革につい

て審議を重ねている。

５つの視点による11の業務の検討

論点は、検討のための「５つの視点」と「11の業務」

を提示している。

まず、５つの視点とは、（1）教員が担わなければな

らない業務、（2）教員以外の者の参画により教員の

負担を軽減できる業務、（3）他にふさわしい者がいれ

ば、必ずしも教員が担う必要がない業務、（4）学校に

おいて教員以外の者が担うべき業務、（5）学校以外

が担うべき業務――である。論点は、これまで、学校

の業務について、（1）と（2）の視点で捉えられがちで

あったが、（3）～（5）の視点からも、検討する必要が

あると指摘する。

次に、11の業務とは、（1）登下校に関する対応、

（2）放課後から夜間などにおける児童生徒の見回

り、補導時の対応、（3）調査・統計への回答、（4）学

校徴収金の徴収・管理、（5）地域のボランティアとの

連絡調整、（6）成績処理に関連する業務・教材準備

に関連する業務、（7）支援が必要な家庭・児童生徒

への対応、（8）給食時の対応、（9）児童生徒の休み

時間における対応、（10）校内清掃、（11）部活動――

である。

これらの業務の改善について、審議会における議

論は、すでに出尽くした感がある。あとは教育委員会

や学校がどこまで大胆に改革に踏み込めるかどうか

だ。

とはいえ、教育委員会や学校の努力だけでは、解

決できない制度上の問題がある。それは給特法（公

立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法）の改廃である。

給特法は、教員の勤務時間について内外を問わ

ず包括的に評価した処遇として教職調整額を支給

し、労働基準法37条（時間外勤務に対する割増賃金

の支払い規定）を適用除外している。そのうえで、政

令で、教員については「原則として時間外勤務を命じ

ない」と規定し、例外的に時間外勤務を命じ得る場合

を、生徒実習、学校行事、職員会議、非常災害等の

４つの業務に限定している。

この制度の下では、給与を支給するうえで、管理

職が教員の時間外勤務の状況を把握する必要に迫

られることは少ない。このため、教員の勤務時間管

理が曖昧となり、結果として、教員の自主的勤務とい

う形で無制約な時間外勤務が行われている。この点

からみれば、教員の働き方改革の核心は、給特法問

題にあると言っても過言ではない。

給特法改革で考えられる選択肢

特別部会長の小川正人教授（放送大学）は、給特

法の改正について、次のような考えを述べている

（「月刊高校教育」平成29年11月号）。

選択肢の一つは、給特法を廃止して、時間外勤務

を手当化する考えである。この場合、時間外勤務時

間の上限規制など新しい法制度の検討が必要とい

う。もう一つの選択肢は、給特法と教職調整額を維

持し、現行制度を改善する考えである。この場合の

改善策として、（1）教職調整額を増額する、（2）教職

調整額に併せて特定業務に対し時間外勤務手当を

支給する、（3）時間外勤務について代替休暇を与え

る――等があり得るとする。

小川教授は私見と断っているが、現実的な改革案

と思われる。ただし、いずれの場合も法令改正や予

算措置を伴うので、給特法の改正は容易ではない。
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